
安全・安心・やすらぎプラン

登米市

高齢者福祉計画・

第４期介護保険事業計画
（別冊）

平成２１年３月

宮城県登米市



資資 料料

１

アンケート調査結果報告

（１）調査の目的

「登米市高齢者福祉計画・第 4 期介護保険事業計画」の策定を行うにあたっては、介護

保険に関する高齢者の実態を把握するためアンケート調査を実施し、策定の基礎資料とし

て活用を図りました。

今回のアンケート調査では、介護保険関連の状況（認定申請の有無、介護保険に対する

評価、介護が必要な場合の相談先等）について調査を行いました。

（２）調査対象

①一般高齢者に対する調査

調査対象は、市内に住む 65 歳以上の一般高齢者（24,332 名のうち要介護等認定者を

除く）1,017 人を無作為抽出。

②要介護等認定者に対する調査

調査対象は、市内に住む要介護等認定者（5,601 名のうち資格喪失・施設入所者等を除

く）391 人を無作為抽出。

③サービス提供事業者に対する調査

調査対象は、介護保険事業所（実事業所は 88 事業所）116 事業所。

（３）調査期間

平成 20 年 10 月 30 日 ～ 平成 20 年 11 月 28 日

（４）回収状況

配布数 回収数 回収率

一 般 高 齢 者 調 査 1,017 968 95.2%

要 介 護 等 認 定 者 調 査 391 214 54.7%

サ ー ビ ス 提 供 事 業 者 調 査 116 70 60.3％

合 計 1,524 1,25２ 82.1％
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今回の調査結果から当市の世帯の状況は、「高齢者以外の家族と同居している世帯」が

『一般高齢者』で６１％、『要介護等認定者』で７１％となりました。このことは、介護を

必要となった場合居宅での生活は、家族の介護援助が必要となることの表れと考えられま

す。

また、『サービス提供事業者』については、「社会福祉法人」が５７％と半数以上となっ

ており、「株式会社・有限会社」が２７％となっています。このことは、当市においては、

社会福祉法人が福祉事業の多くを担っており、介護保険制度の創設に際してサービスの質

と量の向上のため一般事業者の起業を認めた結果、介護事業に一般事業者が参入したため

と考えられます。

対象ごとのアンケート結果について、以下のとおりまとめました。

１． 『一般高齢者』は、６割の方が日常生活に何らかの不安を抱えており、不安の内容

は、「健康についての不安」が３１％と最も多く、次いで「物忘れ」１４％、「介護」１

３％ということでした。不安要素の一因の介護が必要になった時の介護先については、

「自宅」が５１％と約半数で、「施設」が２７％であり半数以上の高齢者が自宅での介

護を希望しています。

また、介護保険料については、６６％の方が「無理なく」・「なんとか」支払えると回

答され、２１％の方が「支払い困難」という結果となりました。介護保険料と介護サー

ビス量の項目で、「現状のまま」が３７％と最も多く、次いで「サービスも保険料も低

い方がよい」という意見も２９％ありました。その一方で、「介護保険料を上げてでも

サービスを充実して欲しい」という意見も８％ありました。

しかし、市の独自のサービス提供については、「現状のまま」（介護保険料を上げない）

という方が６５％となりました。

地域包括支援センターについては、「利用した事がある」という方の内３２％が「市の

保健福祉サービス相談」、２６％が「介護保険相談」となっています。

地域包括支援センターに期待することは、「介護保険相談」２６％、「医療機関等との

連携構築」２５％、「健康づくり・介護予防相談」２１％となっています。
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（１）一般高齢者

○調査票の記入者

  調査の記入者は、「本人」80%、「子供または子供の配偶者」9％とほとんどの方が本

人の記入となっています。

○本人の性別

  性別では、「男性」が 47%、「女性」が 53%となっています。

性別

47%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

男

女

調査票の記入者

80%

5%

9%

1%

1%

1%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人

配偶者

子供または子供の配偶者

兄弟姉妹

その他の親族

その他

未記入
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○本人の年齢

  年齢では、「70 歳～74 歳」が 26％、「75 歳～79 歳」が 25％、「65 歳～69 歳」

が 23％となっており、若い年代ほど割合が高くなっています。

○世帯状況

世帯状況については、「その他の世帯」61%が最も多くなっており、続いて「高齢者

夫婦のみの世帯」22%、「ひとり暮らし」7％、「高齢者のみの世帯」6％となっていま

した。

年齢

23%

26%

25%

17%

6%

2%

1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

６５歳～６９歳

７０歳～７４歳

７５歳～７９歳

８０歳～８４歳

８５歳～８９歳

９０歳以上

未記入

世帯状況

7%

22%

4%

6%

61%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ひとり暮らし

夫婦のみ（ともに65歳以上）

夫婦のみ（どちらかが65歳以上）

世帯員が３人以上で全員が65歳以上

その他の世帯
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○健康状態

健康状態については、「大変健康」6％、「普通に生活」44％となっており、半分の方

が概ね健康だと考えています。また、「病気・障害はあるが単独で日常生活・外出可能」

と回答した方も 42％になっており、9 割以上の方が日常生活に支障がないと考えてい

ます。

○日常生活の不安点

日常生活に対する不安については、「非常に不安」「多少不安」と感じている方が 56％

と、約 6 割の方が何らかの不安を抱えており、その中でも「健康について」31%、「物

忘れをする」14％、「自身や家族の介護」13％、「生活費」12％の割合が高くなってい

ました。

日常生活の不安

10%

46%

34%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

非常に不安

多少不安

あまり不安を感じない

全く不安を感じない

健康状態

6%

44%

42%

6%

1%

1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

大変健康

普通に生活

病気・障害あるが単独で日常生活・外出可能

病気・障害があり日常生活は単独・外出は介助が必要

病気・障害があり何らかの介助が必要

病気・障害があり介助が必要
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○介護が必要になった場合の介護先

将来、介護が必要になった場合については、自宅で介護を受けたいと考えている方が

51%、施設を希望する方が 27%となっており、半数以上の高齢者が自宅での介護を希

望しています。

介護が必要になったとき希望する介護

51%

27%

1%

19%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自宅

施設

その他

わからない

未記入

不安に感じる内容

31%
13%
14%

12%
3%

2%
3%
4%

8%
3%

2%
3%

2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

自身や家族の健康

自身や家族の介護

物忘れをすること

生活費のこと

日常的な金銭管理

住まいのこと

食事のこと

掃除や洗濯など家事のこと

火災や防犯のこと

仕事のこと

相談相手がいないこと

家族との仲のこと

その他
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○介護保険料

現在の介護保険料については、「無理なく支払える」10％、「なんとか支払える」56％

と約 7 割の方が支払えると回答していますが、21％の方が「支払いが困難」となって

います。

○介護保険料と介護サービスのあり方

介護保険料とサービスの利用量については、「サービスを抑え保険料を低く」と考え

ている方が 29%、「現状のままでよい」と考えている方が 37%となっており、「介護保

険料が高くなっても施設・サービスを充実した方がよい」と考える方は 8％となってい

ます。

現在の介護保険料

10%

56%

21%

10%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無理なく支払える

なんとか支払える

支払い困難

わからない

未記入

介護保険料と介護サービス量

8%

37%

29%

4%

17%

5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

保険料上昇でもサービス充実

保険料・サービス水準ともに現状のまま

サービスを抑え保険料を低く

その他

わからない

未記入
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○介護保険料と市独自サービスのあり方

市の独自サービスについては、65％の方が「現状のままでよい」と考えており、「保

険料が上がってもよいので独自サービスを充実して欲しい」という方は 9％でした。

○地域包括支援センターについて

地域包括支援センターについて、利用したことがある方が 7%、利用したことのない

方が 90%とほとんどの一般高齢者は利用したことがない状況でした。利用したことが

ある方は、「市の保健福祉サービスの利用相談」32％、「介護保険相談」26％と高くな

っており、利用したことがない方は、「困りごとがない」64％、「地域包括支援センター

のことを知らない」28％となっていました。また、今後地域包括支援センターに期待す

ることとしては、「介護保険相談」26％、「医療機関や福祉機関との連携」25％、「健康

づくり・介護予防」21％となっていました。

地域包括支援センター利用状況

7%

90%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したことがある

利用したことがない

未記入

介護保険料と市独自サービス

65%

9%

2%

19%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

保険料を抑えるため現在のままでよい

保険料上昇でも独自サービス充実

その他

わからない

未記入
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地域包括支援センターを利用する理由

26%

15%

1%

32%

14%

9%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

介護保険相談

健康づくり・介護予防相談

成年後見制度相談

市の保健福祉サービス相談

介護予防教室参加

予防ケアプランの作成等

その他

地域包括支援センターを利用しない理由

64%

5%

11%

17%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

困り事がなかったから

他に相談者がいるから

どのような機関かわからなかったから

知らなかったから

その他

地域包括支援センターに期待すること

26%

21%

9%

25%

8%

9%

2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

介護・保健福祉サービス相談

健康づくり・介護予防相談

高齢者の権利擁護

医療機関等との連携構築

ケアマネジャー支援

介護予防普及啓発

その他
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２． 『要介護等認定者』は、介護保険制度の創設年度の「平成１２年度から認定を受け

ている方」が７％、「平成１３年度から」が７％となっています。「平成１４年度」の認

定者が少なくなっていますが、｢平成１５年度｣以降年度をおうごとに増えています。こ

のことは、介護期間が長期化しているということの表れと考えられます。

月あたりの利用者の負担額は、「５千円～１万円未満」が２１％と最も多く、次いで「１

万円～２万円未満」が２０％となっており、サービスの利用状況は、６６％の方が「ほ

ぼ希望どおり」となっています。

更に、介護保険サービス全般の満足度は、「満足」、「概ね満足」を合わせると４４％の

方が満足で、「やや不満」、「不満」は１１％となっています。

サービスごとの満足度については、各サービスとも「満足」、「やや満足」、「普通」が

大半を占めている状況となっていますが、住宅改修については、「やや不満」、「不満」

が２８％と多くなっています。このことは、改修の限度額が、２０万円となっているこ

とと、その内容が改修のみで限定されるため希望どおりの改修が出来ないということ等

が考えられます。

今後利用したいサービスは、「通所介護」が１４％と最も多く、次いで「福祉用具貸与・

購入」が１０％となっています。

介護者の有無については、「いる」と回答された方が７８％となっていますが、「いな

い」と回答された方も１５％いました。介護者の状況については、「問題なし」と回答

された方が４４％いましたが、「仕事・子育て」あるいは「高齢・障害等」のために不

十分と回答された方が４０％おり、「別居していて」不十分と回答された５％を含める

と、４５％の方が不十分と回答されました。

介護保険料については、６７％の方が「無理なく」・「なんとか」支払えると回答され、

１４％の方が「支払い困難」となりました。介護保険料と介護サービス量の項目で、「現

状維持」が３８％と最も多く、次いで「サービスも保険料も低い方がよい」という意見

も２３％ありました。その一方で、「介護保険料を上げてでもサービスを充実して欲し

い」という意見も１１％ありました。

サービス利用にあたっての問題点は、「手続きが煩雑」が２４％で事務手続きの複雑さ

を問題としている点がみられました。次いで「特になし」が１３％、「費用負担がわか

りにくい」の１０％と続いています。

地域包括支援センターについては、「利用した事がある」という方の内、「予防ケアプ

ランの作成等」が３０％と最も多く、次いで「市の保健福祉サービス相談」が２４％、

「介護保険相談」が２１％となっています。

また、利用しない理由としては、「他に相談者あり」２７％、「存在を知らなかった」

２６％、「困りごとなし」２３％となっています。
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地域包括支援センターに期待することは、「介護保険相談」２９％、「医療機関等との

連携構築」２６％、「ケアマネ支援」１４％となりました。

（２）要介護等認定者

○調査票の記入者

  調査票の記入者は、「子供または子供の配偶者」48％、「本人」24％、「配偶者」18％

となっており、本人以外の記入者の割合が高くなっています。

○本人の性別

  性別では、「男性」が 33%、「女性」が 67%となっています。

性別

33%

67%
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調査票の記入者

24%

18%

48%

1%

1%

4%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

本人

配偶者

子供または子供の配偶者

兄弟姉妹

その他の親族

その他

未回答
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○本人の年齢

  年齢では、「85 歳以上」36％、「64 歳以下」20％、「80 歳～84 歳」18％となっ

ており、年代が上がるほど割合が高くなっています。

○世帯状況

  世帯状況についても、「その他の世帯」が 71%で最も多くなっており、「ひとり暮ら

し」9％、「高齢者夫婦のみの世帯」8%、「高齢者のみの世帯」7％となっていました。

年齢

20%

4%

8%

14%

18%

36%
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６４歳以下

６５歳～６９歳

７０歳～７４歳

７５歳～７９歳

８０歳～８４歳

８５歳以上

世帯状況

9%

8%

2%

7%

71%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ひとり暮らし

夫婦のみ（ともに65歳以上）

夫婦のみ（どちらかが65歳以上）

世帯員が３人以上で全員が65歳以上

その他の世帯

未回答
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○現在の要介護度

  回答いただいた方の現在の要介護度は、「要支援 1」14％、「要支援 2」15％、「要介

護 1」11％、「要介護 2」17％、「要介護 3」18％、「要介護 4」14％、「要介護 5」

10％となっていました。

○介護認定を受けた時期

  介護認定を受けた時期については、「平成 12 年度」7％、「平成 13 年度」7％ 、「平

成 14 年度」4％、「平成 15 年度」8％、「平成 16 年度」9％、「平成 17 年度」13％、

「平成 18 年度」14％、「平成 19 年度」16％、「平成 20 年度」13％となっています。

要介護度

14%

15%

11%

17%

18%

14%

10%

1%
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要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

未回答

最初の要介護認定を受けた時期
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平成２０年度

未回答
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○介護保険サービスの利用者負担額（月あたり）

  利用者の負担額については、「5 千円～1 万円未満」21％、「1 万円～2 万円未満」

20％、「3 万円以上」14％、「2 千円～5 千円未満」13％、「2 万円～3 万円未満」9％、

「2 千円未満」8％となっていました。

○サービスの種類・回数

  サービスの種類や回数については、ほぼ希望どおりに利用されている方が 66％と全

体の約 7 割となっていますが、サービスによっては下回っていたり、利用できていない

方も 16％となっていました。

7月の利用料の合計

8%

13%

21%

20%

9%

14%

8%

7%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

２千円未満

２千円～

５千円未満

５千円～

１万円未満

１万円～

２万円未満

２万円～

３万円未満

３万円以上

わからない

未回答

サービス利用状況

66%

6%

10%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ほぼ希望どおり

サービスにより下回る場合有り

利用できていない

未回答
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１５

○介護保険サービス全般の満足度

  サービス全般についてのサービス利用者の満足度は、「満足」29％、「おおむね満足」

15％となっていますが、「やや不満」「不満」11％となっていました。

サービス満足度

29%

15%

28%

4%

7%

17%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

満足

概ね満足

ふつう

やや不満

不満

未回答
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１６

○介護保険サービスごとの満足度

  サービスごとの満足度について、「満足」「おおむね満足」の回答が多かったサービス

は、「通所介護」68 人、「福祉用具貸与・購入」40 人となっており、「やや不満」「不満」

の回答が多かったサービスは、「認知症高齢者専用デイサービス」4 人で回答者の半数が

不満と回答しています。

満 足 やや満足 普 通 やや不満 不 満

訪 問 介 護 （ 身 体 ） １４人 ５人 ８人 １人 ０人

訪 問 介 護 （ 生 活 ） ８人 ３人 ５人 ２人 ０人

訪 問 看 護 １３人 １人 ７人 ０人 １人

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン ５人 ３人 ３人 ０人 ０人

訪 問 入 浴 介 護 ０人 ０人 ７人 ０人 ０人

居 宅 療 養 管 理 指 導 ４人 １人 ０人 ０人 ０人

通 所 介 護 ５３人 １５人 １５人 ０人 ０人

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン １０人 ３人 １８人 １人 ２人

短 期 入 所 生 活 介 護 １４人 ２人 ２人 １人 ０人

短 期 入 所 療 養 介 護 ４人 ４人 ３人 ２人 ０人

福 祉 用 具 貸 与 ・ 購 入 ３２人 ８人 １５人 ０人 ２人

住 宅 改 修 費 支 給 ３人 ２人 ３人 ２人 １人

特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 ４人 １人 ３人 ０人 ２人

認 知 症 対 応 型 共 同 生 活 介 護 ２人 ３人 ２人 ０人 ０人

認知症高齢者専用デイサービス １人 ２人 １人 ２人 ２人

合 計 １６７人 ５３人 ９２人 １１人 １０人



資資 料料

１７

○今後利用したいサービス

  今後利用したいサービスについては、「通所介護」76 人、「福祉用具の貸与・購入費

の支給」57 人、「短期入所生活介護」46 人などが多くなっています。また、利用しな

いサービスについては、「特定施設入居者生活介護」42 人、「認知症対応型共同生活介

護（グループホーム）」36 人、「訪問リハビリテーション」・「居宅療養管理指導」が各

35 人となっています。

利用したい 利用しない

訪 問 介 護 （ 身 体 ） ４１人 ２４人

訪 問 介 護 （ 生 活 ） ２９人 ３０人

訪 問 看 護 ２８人 ２９人

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン １８人 ３５人

訪 問 入 浴 介 護 ４０人 ２６人

居 宅 療 養 管 理 指 導 １２人 ３５人

通 所 介 護 ７６人 １５人

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン ２９人 ３１人

短 期 入 所 生 活 介 護 ４６人 ２６人

短 期 入 所 療 養 介 護 ３１人 ２７人

福 祉 用 具 貸 与 ・ 購 入 ５７人 １６人

住 宅 改 修 費 支 給 ３２人 ２８人

特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 ７人 ４２人

認 知 症 対 応 型 共 同 生 活 介 護 １１人 ３６人

認 知 症 高 齢 者 専 用 デ イ サ ー ビ ス ２２人 ３３人

介 護 老 人 福 祉 施 設 ２９人 ３０人

介 護 老 人 保 健 施 設 ２８人 ３１人

介 護 療 養 型 医 療 施 設 ３０人 ３０人

合 計 ５６６人 ５２４人



資資 料料

１８

○介護者の有無

  介護者の有無については、78%の方が介護者がいると回答していますが、介護者がい

ない方も 15%となっていました。

○介護者の状況

  介護者の状況について、「問題ない」と回答した方が 44%となっていましたが、「介

護者が仕事・子育てで十分でない」21%、「介護者が高齢・障害・病弱等で十分でない」

19%、「別居していて十分でない」5%となっており、約 5 割の方が問題を抱えている

状況です。

介護者

78%

15%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる

いない

未回答

介護者の状況

44%

19%

21%

5%

4%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特に問題ない

高齢・障害・病弱等で十分にできない

仕事・子育てで十分にできない

別居していて十分にできない

その他

未回答
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１９

○介護保険料

現在の介護保険料については、67％の方が「無理なく支払える」「なんとか支払える」

と回答していますが、１４％の方が「支払いが困難」と回答しています。

○介護保険料と介護サービスのあり方

介護保険料とサービスの利用量については、「サービスを抑えて保険料を低く」23%、

「保険料・サービス水準ともに現状のまま」38%、「介護保険料が高くなっても施設・

サービス充実」は 11％となっており、一般高齢者に比べて介護保険料が高くなっても

サービスを重視する方が多くなっています。

現在の介護保険料

14%

53%

14%

14%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無理なく支払える

なんとか支払える

支払い困難

わからない

未回答

介護保険料と介護サービス量

11%

38%

23%

3%

19%

6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

保険料上昇でもサービス充実

保険料・サービス水準ともに現状のまま

サービスを抑え保険料を低く

その他

わからない

未回答
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２０

○サービス利用にあたっての問題点

  サービスを利用するにあたって不十分だと思われることは、「手続きが煩雑」24%、

「費用負担がわかりにくい」10%などが高く、「事業者の対応が悪い」1%、「健康状態

の悪化」2%、「事業者を自由に選べない」3%などが低くなっていました。

○地域包括支援センターについて

地域包括支援センターについて、「利用したことがある」31%、「利用したことがない」

64%と 6 割以上の方が利用していない状況でした。利用したことがある方は、「介護予

防ケアプランの作成」30%、「市の保健福祉サービスの利用相談」24％、「介護保険相

談」21％等が高くなっており、利用したことがない方は、「他に相談者がいる」27%、

「困りごとなし」23%となっていますが、地域包括支援センターのことを知らない方も

44％となっており一般高齢者よりも割合が高くなっており、地域ケア体制構築の上で中

核的な役割を果たす地域包括支援センターのより一層の周知が必要です。

また、今後地域包括支援センターに期待することとしては、「介護保険相談」29％、

「医療機関や福祉機関との連携」26％、「ケアマネジャーへの支援」14％と高くなって

いました。

地域包括支援センター利用状況

31%

64%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

利用したことがある

利用したことがない

未回答

サービス利用にあたっての問題点

24%
8%

5%
10%

7%
3%

8%
9%

1%
2%

8%
2%

13%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

手続きが煩雑
身体・精神的負担が増えた

費用負担が増えた
サービスと負担の関係がわかりにくい
金銭的に希望サービスを利用できない

事業者を自由に選べない
どの事業者を選らんだらよいかわからない

事業所定員満員により利用できない
事業所の対応が悪い

利用により健康状態が悪化した
サービスを利用しなくても保険料納付

その他
特になし
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２１

地域包括支援センターを利用する理由

21%

12%

7%

24%

2%

30%

4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

介護保険相談

健康づくり・介護予防相談

成年後見制度相談

市の保健福祉サービス相談

介護予防教室参加

予防ケアプランの作成等

その他

地域包括支援センターを利用しない理由

23%

27%

18%

26%

6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

困り事なし

他に相談者あり

機関種別不明のため

存在を知らなかった

その他

地域包括支援センターに期待すること

29%

12%

9%

26%

14%

7%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

介護保険相談

健康づくり・介護予防相談

成年後見制度相談

医療機関等との連携構築

ケアマネ支援

介護予防普及啓発

その他
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２２

３． 『サービス提供事業者』は、主な事業で最も多いのは、「通所介護事業者」の３２％

となっており、次いで「居宅介護支援事業」が２０％、「訪問介護」が１１％となって

います。

利用者の要介護度については、「要介護２」が２０％、「要介護３」が１８％、「要介護

１」並びに「要介護４」が１６％、「要介護５」が１５％となっています。

ケアマネジャーの状況については、勤務形態が「常勤専従」が６６人、「常勤兼務」が４

５人となっています。職種については、「介護福祉士」が７４人で最も多く、次いで 「社

会福祉士」が１３名となっています。

ケアマネジャーの増員予定については、「ない」と回答あった事業所が５０％と半数を

占めています。なお、増員しない理由としては、「人数が十分」が最も多く５４％で、  

次いで「予算がない」が２３％となっています。

実施事業に関する職員は、常勤で「介護福祉士」が３２％、「ヘルパー２級」が２８％

となっています。なお、非常勤の場合は、「ヘルパー２級」が５０％と半数を占めてい

ます。

申込みへの対応については、「訪問介護」が「余裕がない」という事業者が５７％と半

数を超えています。また、施設関係の「短期入所療養介護」、「グループホーム」、「介護

老人福祉施設（特養）」において、「余裕なし」という状況となっています。

今後の事業展開については、「福祉用具の貸与」で６０％が「拡大」、「特定福祉用具販

売」で５０％が「拡大」という回答をしています。

事業運営の困難理由としては、「報酬単価が低い」が３３％と最も多く、国の介護報酬

改定が待たれている事を表していると考えられます。次いで、「人材確保困難」が２７％

となっています。

事業ごとの進出意向については、大半の事業所が「予定なし」という回答でしたが、

「通所介護」において２２％が「予定あり」という回答がありました。
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２３

（３）サービス提供事業者

○法人の種類

  法人の種類は、｢社会福祉法人｣が最も多く、５７％と半数以上となっています。次い

で「株式会社・有限会社」が２７％となっています。

    

○主な実施事業

  主な実施事業は、「通所介護」が３２％と最も多くなっています。次いで、「居宅介護

支援」が２０％となっており、「訪問介護」１１％、「認知症対応型生活介護」並びに「介

護老人福祉施設」が１０％の順となっています。

    

法人の種類

57%

6%

27%

4%

2%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

社会福祉法人

医療法人

株式会社・有限会社

生活協同組合・農業協同組合

特定非営利活動法人（ＮＰＯ）

その他

主な実施事業

11%

3%

32%

3%

3%

1%

1%

10%

20%

10%

3%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

訪問介護

訪問看護

通所介護

短期入所生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

居宅介護支援

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

病院・医科診療所
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２４

○併設事業

  併設事業については、「居宅介護支援」が１６％と最も多く、次いで、「短期入所生活

介護」が１５％、「通所介護」が１１％「認知症対応型共同生活介護（グループホーム）」

が９％、「介護老人福祉施設（特養）」が８％となっており、居宅介護支援事業者が他の

サービス事業を併設して事業展開している状況となっています。

     

○利用者の要介護度

  利用者の要介護度は、「要介護２」が最も多く２０％となっており、次いで「要介護３」

が１８％、「要介護１」ならびに「要介護４」が１６％、「要介護５」が１５％であり、

「要支援１」（５％）と「要支援２」（９％）をあわせても１４％と少ない状況となって

います。

併設事業

7%
1%

3%
2%
2%

11%
5%

15%
3%
3%
3%
3%

9%
16%

8%
3%
3%
3%

0% 5% 10% 15% 20%

訪問介護
訪問入浴介護

訪問看護
訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導
通所介護

通所リハビリテーション
短期入所生活介護
短期入所療養介護

福祉用具貸与
特定福祉用具販売

認知症対応型通所介護
認知症対応型共同生活介護

居宅介護支援
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
病院・医科診療所

その他

利用者の要介護度

5%

9%

16%

20%

18%

16%

15%

1%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

申請中
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２５

○ケアマネジャーの状況

  ケアマネジャーの勤務形態は常勤専従が６６人、常勤兼務が４５人となっています。

また、１人が管理している平均利用人数は常勤専従が２８人、常勤兼務が２１人となっ

ています。

  職種は、介護福祉士が最も多く７４人、次いで社会福祉士が１３人となっています。

  

   

職 種 人 数 職 種 人 数

歯 科 医 師 １人 保健師 １人

看 護 師 ８人 准看護師 ４人

社 会 福 祉 士 １３人 介護福祉士 ７４人

歯 科 衛 生 士 ４人 柔道整復師 １人

ヘ ル パ ー １ 級 １人 ヘルパー２級 ４人

その他の介護職員 １人 その他 ５人

勤 務 形 態 平 均 利 用 人 数 平 均 勤 務 月 数

常 勤 専 従 ６６人 ２８人 ５５月

常 勤 兼 務 ４５人 ２１人 ６０月

非 常 勤 専 従 １人 ２７人 １０２月

非 常 勤 兼 務 １人 ６人 ５７月
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２６

○ケアマネジャー増員の予定

  ケアマネジャーの増員予定が「ない」事業所が５０％と半数を占めています。

○ケアマネジャーを増員しない理由

  ケアマネジャーを増員しない理由としては、「人数が十分」という回答が最も多く５

４％となっており、次いで「予算がない」が２３％となっています。

     

ケアマネジャー増員予定

21%

50%

29%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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２７

○実施事業に関する職員数

  実施事業に関する職員数で常勤は、「介護福祉士」が２２３人で最も多く、次いで、「ホ

ームヘルパー2 級」が 194 人となっています。

  また非常勤は、「ホームヘルパー２級」が９４人で最も多く、次いで、「医師」が 33

人となっています。

     

常勤 非常勤

医 師 ５人 ３３人

歯 科 医 師 ０人 ３人

保 健 師 ０人 １人

看 護 師 ４６人 １０人

准 看 護 師 ４６人 １０人

理 学 療 法 士 ７人 ５人

作 業 療 法 士 ４人 １人

社 会 福 祉 士 ５人 ０人

介 護 福 祉 士 ２２３人 １１人

歯 科 衛 生 士 １人 ０人

言 語 聴 覚 士 ２人 ０人

あ ん ま マ ッ サ ー ジ 指 圧 師 ３人 ４人

柔 道 整 復 師 １人 ０人

栄 養 士 １３人 ０人

ホ ー ム ヘ ル パ ー １ 級 １３人 ２人

ホ ー ム ヘ ル パ ー ２ 級 １９４人 ９４人

ホ ー ム ヘ ル パ ー ３ 級 ７人 ０人

そ の 他 の 介 護 職 員 ９０人 １０人

そ の 他 ３０人 ４人

合 計 ６９０人 １８８人
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２８

○利用申込みへの対応

  利用申込みへの対応は、短期入所療養介護、介護老人福祉施設では回答した全ての事

業所で「余裕がない」状況となっています。また、通所介護では、19 事業所が「余裕

はややある」「余裕は十分ある」と回答しています。

    

余裕はない 余裕はややある 余裕は十分ある

訪 問 介 護 ４事業所 ３事業所 －

訪 問 入 浴 介 護 １事業所 １事業所 －

訪 問 看 護 １事業所 － １事業所

訪問リハビリテーション － ２事業所 －

居 宅 療 養 管 理 指 導 － １事業所 －

通 所 介 護 ２事業所 １５事業所 ４事業所

短 期 入 所 生 活 介 護 １事業所 ５事業所 －

短 期 入 所 療 養 介 護 １事業所 － －

福 祉 用 具 貸 与 － ２事業所 ２事業所

特 定 福 祉 用 具 販 売 － １事業所 ２事業所

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護 － － １事業所

認知症対応型共同生活介護 ６事業所 ２事業所 －

居 宅 介 護 支 援 ８事業所 ８事業所 ３事業所

介 護 老 人 福 祉 施 設 ７事業所 － －

介 護 老 人 保 健 施 設 － １事業所 －

合 計 ３１事業所 ４１事業所 １３事業所
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２９

○今後の事業展開

  今後の事業展開は、通所介護で 16 事業所、訪問介護、居宅介護支援、介護老人福祉

施設で５事業所が「現状のまま」と回答しています。また、通所介護、福祉用具貸与、

認知症対応型共同生活介護、居宅介護支援で 3 事業所が「拡大する」と回答しています。

拡大 現状のまま 縮小 わからない

訪 問 介 護 ２事業所 ５事業所 － －

訪 問 入 浴 介 護 － １事業所 １事業所 －

訪 問 看 護 １事業所 － － １事業所

訪問リハビリテーション － － － ２事業所

居 宅 療 養 管 理 指 導 － － － １事業所

通 所 介 護 ３事業所 １６事業所 － ２事業所

通所リハビリテーション － － － －

短 期 入 所 生 活 介 護 １事業所 － １事業所 １事業所

短 期 入 所 療 養 介 護 － － － －

特定施設入居者生活介護 － － － －

福 祉 用 具 貸 与 ３事業所 ２事業所 － －

特 定 福 祉 用 具 販 売 ２事業所 ２事業所 － －

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 － － － －

認知 症対 応 型通 所 介 護 － １事業所 － －

認知症対応型共同生活介護 ３事業所 ２事業所 １事業所 ２事業所

居 宅 介 護 支 援 ３事業所 ５事業所 １事業所 ８事業所

介 護 老 人 福 祉 施 設 － ５事業所 － １事業所

介 護 老 人 保 健 施 設 － １事業所 － －
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３０

○事業運営の困難理由

  事業運営の困難理由で最も多い項目が、「報酬単価が低い」という事で３３％の事業所

から回答があり、次いで、「人材確保困難」が２７％となっています。

  このことは、現在検討されている介護報酬の単価改正による対応が必要である事の裏

付けと考えられます。
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３１

○事業ごとの進出意向

  事業ごとの進出意向については、通所介護において 8 事業所が「予定あり」というこ

とで、他の事業については、大半が「予定なし」あるいは「わからない」という回答で

した。

このことは、通所介護と他のサービスを組合わせて実施する事により、経営の拡大を

検討していることが伺われます。

     

予定あり 検討中 予定なし わからない

訪 問 介 護 ２３事業所 ９事業所

訪 問 入 浴 介 護 － ２３事業所 ７事業所

訪 問 看 護 １事業所 ２２事業所 ７事業所

訪問リハビリテーション １事業所 ２事業所 ２１事業所 ６事業所

居 宅 療 養 管 理 指 導 － － ２２事業所 ６事業所

通 所 介 護 ８事業所 ２事業所 １６事業所 １１事業所

通所リハビリテーション － － ２１事業所 ６事業所

短 期 入 所 生 活 介 護 １事業所 ２３事業所 ８事業所

短 期 入 所 療 養 介 護 － １事業所 ２２事業所 ４事業所

特定施設入居者生活介護 － ３事業所 ２２事業所 ６事業所

福 祉 用 具 貸 与 １９事業所 ７事業所

特 定 福 祉 用 具 販 売 １９事業所 ７事業所

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 － － ２１事業所 ８事業所

認知 症対 応 型通 所 介 護 － ２事業所 １８事業所 １０事業所

認知症対応型共同生活介護 ３事業所 １９事業所 ９事業所

小規模多機能型居宅介護 ２事業所 ２０事業所 １０事業所

地域密着型介護老人福祉施設サービス － １事業所 ２１事業所 ９事業所

居 宅 介 護 支 援 － ４事業所 １６事業所 １２事業所

介 護 老 人 福 祉 施 設 １事業所 ２４事業所 ６事業所

介 護 老 人 保 健 施 設 ２３事業所 ５事業所


